
Ⅲ．生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）に期待される機能と役割
１．地域包括ケアシステムにおけるコーディネーター、協議体の位置づけ
（1） ガイドラインにおけるコーディネーター、協議体について位置づけ
　厚生労働省が市町村に対して示したガイドライン（以下「ガイドライン」）では、コーディネーターと協議体は次のように位置づけられています。
（生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員））
○　高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を推進していくことを目的とし、地域において、生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート機能を果たす者を「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」（以下「コーディネーター」という。）とする。
（協議体）
○　市町村が主体となり、各地域におけるコーディネーターと生活支援・介護予防の提供主体等が参画し、定期的な情報共有及び連携強化の場として、中核となるネットワークを「協議体」とする。
（コーディネーターと協議体によるコーディネート機能の考え方）
○　日常生活ニーズ調査や地域ケア会議（個別レベル）等により、地域の高齢者支援のニーズと地域資源の状況を把握した上で、地域における以下の取組を総合的に支援・推進。
①　地域のニーズと資源の状況の見える化、問題提起
②　地縁団体等多様な主体への協力依頼などの働きかけ
③　関係者のネットワーク化
④　目指す地域の姿・方針の共有、意識の統一（規範的統合）
⑤　生活支援の担い手の養成やサービスの開発（プロモート、プロデュース機能（担い手を組織化し活動を広げていく、担い手をサービスにつなげる機能 ））
⑥　ニーズとサービスのマッチング
○　コーディネート機能は、概ね以下の３層で展開。当面は第１層・第２層の機能を充実し、基盤整備を推進していくことが重要。
・第１層　市町村区域で①～⑤を中心に行う機能
・第２層　小中学校区域で、第１層の機能の下、①～⑥を行う機能
・第３層　個々の生活支援サービスの事業主体で、利用者と提供者をマッチングする機能　　
　
　これによると、コーディネーターと協議体は一体で活動してコーディネート機能を発揮すること、コーディネート機能は３層で展開されることが想定されています。
　また、ガイドラインは、コーディネーターの目的・役割・配置について次のように示しており、一定の区域において、地域包括支援センターとの連携を前提に配置するという考え方であることがわかります。
（２）　コーディネーターの目的・役割等
①　コーディネーターの設置目的
市町村が定める活動区域ごとに、関係者のネットワークや既存の取組・組織等も活用しながら、上記のコーディネート業務を実施することにより、地域における生活支援・介護予防サービスの提供体制の整備に向けた取組を推進することを目的とする。
②　コーディネーターの役割等
○生活支援の担い手の養成、サービスの開発（第１層、第２層）
○関係者のネットワーク化（第１層、第２層）
○ニーズとサービスのマッチング（第２層）
③　配置
地域包括支援センターとの連携を前提とした上で、配置先や市町村ごとの配置人数等は限定せず、地域の実情に応じた多様な配置を可能とする。
④　コーディネーターの資格・要件
地域における助け合いや生活支援サービスの提供実績のある者、または中間支援を行う団体等であって、地域でコーディネート機能を適切に担うことができる者。
（２）コーディネーターの配置と基本的な役割
1 ３層のコーディネーターの役割・活動の違い
　以上のガイドラインの考え方を踏まえつつ、ここでは３層のコーディネーターの役割を次のように整理します。
○第１層のコーディネーター（広域開発型）…市町村レベルにおいて市町村全域への生活支援サービスの開発・普及や基盤整備を推進する役割
○第２層のコーディネーター（圏域調整型）…中学校区や日常生活圏域等において圏域の生活支援サービス提供団体間の連携協働を促進する役割
○第３層のコーディネーター（サービス提供型）…生活支援サービスの提供組織（以下「サービス提供組織」）において利用者へのサービスの提供を行う役割
　第１層のコーディネーターの機能と、第２層のコーディネーターの機能は基本的には共通する部分が多いですが、第１層は市町村全体に置かれ、第２層は中学校区や日常生活圏域に置かれる点が異なります。このため、活動の重点や対象も異なってきます。
　第３層のコーディネーターは、サービス提供組織に置かれます。第１層、第２層に比べて活動範囲は狭く、当該組織でのサービス提供にかかわる調整という役割に特化されます。
　なお、第１層と第２層は、第１層が広く第２層がその一部という関係にありますが、第３層は必ずしも第２層の一部であるとは限りません。活動圏域が広いＮＰＯ等の場合は、複数の第２層の圏域にまたがって活動が行われます。一方、地縁組織の助け合い活動の場合には、小学校区や自治会等の単位で活動が行われます。
　また、規模が小さい町村の場合には、第１層と第２層を区別する意味に乏しく、コーディネーターが町村全域をカバーして活動することもあり得ます。
② 第１層のコーディネーター（広域開発型）の役割
　第１層のコーディネーターの活動は、市町村全域での生活支援サービスが行われるように、サービスや資源の開発や基盤整備を進めることに重点が置かれます。活動の対象としては、サービスを提供する組織（「サービス提供組織」とする）、第２層のコーディネーター、ボランティアや市民活動の中間支援組織（ＮＰＯ支援センターや社会福祉協議会のボランティア・市民活動センターなど）、地域ケア推進会議、市町村等が挙げられます。
　具体的には、地域ケア推進会議や協議会での協議を通じて、サービスが不足していることが明らかにされたならば、第２層のコーディネーターや中間支援組織と連携して、既存の組織にサービスを開始するよう働きかけたり、新たな組織の設立を支援する（立ち上げ支援）といった活動を行います。
　また、サービス提供組織の活動が安定的に継続・発展できるように、複数のサービス提供組織が協働してボランティアの養成やスキルアップの研修を行ったり、行政による委託や支援のあり方を検討する場を設けたりして、活動が継続できる基盤整備を進めます。
　こうした活動全体を通じて、行政との調整や橋渡しを行うことも重要な役割となります。
　市町村全域（すなわち広域）でのサービスや資源の開発、プロデュース・プロモート機能が中心となるため、第１層のコーディネーターは「広域開発型」ということができます。
③ 第２層のコーディネーター（圏域調整型）の役割
　第２層のコーディネーターの活動は、サービスを必要とする人（利用者）に確実に生活支援サービスが提供されるように、一定の圏域を活動範囲として日常的に具体的な調整を行うことに重点が置かれます。活動の対象としては、生活支援サービスの利用を希望する人、サービス提供団体（第３層のコーディネーター）、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所、介護サービス事業所等が挙げられます。
　具体的には、圏域内にあるサービス提供組織を把握し、生活支援サービスの利用を希望する人や居宅介護支援事業所に情報を提供したり、サービス提供組織につなぐといった活動を行います。また、複数のサービス提供組織が連携して利用者の生活を支えるという場合には、各組織の第３層のコーディネーターとともに生活支援プランを作って生活支援にあたったり、介護サービス事業所と協働する場合には地域ケア個別会議やサービス担当者会議に出席したりといった役割も求められます。
　このように、一定の圏域において、関係者のネットワーク化を図りサービス利用にかかる具体的な調整を行うという意味で、第２層のコーディネーターは「圏域調整型」ということができます。
　とりわけ地域住民による自発的な活動は、同じ住民としての共感に基づいて活動が行われているため、単にサービスを活用するといった感覚で利用者や事業所が認識すると、担い手の活動意欲が損なわれかねません。このため、サービス利用を調整する場面において、利用者や事業者・専門職等が住民による活動の意義や特性をよく理解できるように啓発し、橋渡しする役割も重要となります。
　なお、その圏域に生活支援サービスが不足していれば、第１層のコーディネーターや中間支援組織と協働して、サービスや資源を開発する役割を担うことも求められます。
④ 第３層のコーディネーター（サービス提供型）の役割
　第３層のコーディネーターは、ボランティア団体やNPO等のサービス提供組織に所属し、利用者が当該組織のサービスを利用する際に、日時・支援内容などを具体的に調整する役割が主となります。活動の対象は、利用者、自組織の担い手（ボランティア等）、第２層のコーディネーター、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所等が挙げられます。
　具体的にはサービス利用についての利用者の意向を把握し、担い手を手配するといった活動を行います。この際、必要であれば、第２層のコーディネーター、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所との調整も行います。また、担い手がスキルを身につけることが必要であれば、担い手の研修も実施します。
　サービス提供組織において、サービス提供にかかる個別的・具体的な調整を行うという意味で、第３層のコーディネーターは「サービス提供型」ということができます。
⑤ コーディネーターの配置の考え方
　ガイドラインでは、「（市町村は）コーディネーターを特定する」「既存の取組・組織等も活用する」など、今あるものを活かすという視点に言及しています。この視点にあるように、地域でこれまで生活支援サービスを提供してきた団体や、住民の活動を支援してきた中間支援組織等の役割は重要です。それらと無関係に、行政が縦割りのトップダウンで新たに独自な推進の仕組みを作ることは望ましくありません。
　同時にガイドラインでは、協議体について「特定の事業者が主導すると他の事業者の反発等も想定される」と指摘しています。どこか特定の団体だけに行政が丸投げでお任せして特別な地位を与えることも避ける必要があります。確かに、これから求められる自発的な活動と企業等によるサービスを両方開発し、生活支援サービスをどの地域にも面的に整備するような取り組みは、中間支援組織や地域包括支援センターにとっても新しい取り組みであり、特定の人や団体が単体で推進できることではありません。だからこそ、協議体という仕組みが位置づけられているのです。
　このことから、特に第１層・第２層のコーディネーターについては、地域づくりや住民による自発的な活動への支援等に実績のある複数の人々をコーディネーターとして任用し、所属の団体の立場ではなく地域全体のために協働しながら役割を果たすようにしていくこと、そのために公的な位置づけを付与していくことが現実的です。複数のコーディネーターがネットワークで協働しながら活動することによって、団体間の協働を促進し、単体の人や組織では難しいサービス開発等を進めることがポイントになると考えられます。
（３）協議体の役割
1 ガイドラインの考え方
　ガイドラインでは、協議体について次のように示しています。
（３）協議体の目的・役割等
①　協議体の設置目的 
　生活支援等の基盤整備に向けて、多様な主体の参画が求められることから、市町村が主体となって、「定期的な情報の共有・連携強化の場」として設置することにより、多様な主体間の情報共有及び連携・協働によるサービスや資源開発等を推進することを目的とする。
②　協議体の役割等
○コーディネーターの組織的な補完
○地域ニーズの把握（アンケート調査やマッピング等の実施）
○情報の見える化の推進
○企画、立案、方針策定を行う場
○地域づくりにおける規範的統合（意識の共有）を図る場
○情報交換の場
○働きかけの場
（例）
・地域の課題についての問題提起
・課題に対する取組の具体的協力依頼
・他団体の参加依頼（Ａ団体単独では不可能な事もＢ団体が協力することで可能になることも）
③　協議体の設置主体 
　市町村と第１層のコーディネーターが協力して地域の関係者のネットワーク化を図り、協議体を設置する。
※　地域の実情に応じた様々なネットワーク化の手法が考えられるため、既に類似の目的を持ったネットワーク会議等が開催されている場合は、その枠組みを活用することも可能。
※　特定の事業者が主導すると他事業者の反発等も想定されることから、当面は、市町村が中心となって協議の場を設けるなどし、関係者間の情報共有を目的とした緩やかな連携の場を設置することも一つの方法。
④　協議体の構成団体等
・行政機関（市町村、地域包括支援センター等）
・コーディネーター
・地域の関係者（ＮＰＯ、社会福祉法人、社会福祉協議会、地縁団体、協同組合、民間企業、ボランティア団体、介護サービス事業者等）
　※　この他にも地域の実情に応じて適宜参画者を募ることが望ましい。
　このように協議体は、様々な主体の参画を得て、地域の課題やニーズを共有し、地域づくりの目的や方針の共通認識を作り（規範的統合）、協働してサービスや資源開発等を進める場であり、コーディネーターの活動に組織的な裏付けを与えるものと位置づけられています。
　また、ガイドラインでは、協議体を、第１層の市町村レベルと、第２層の日常生活圏域等のレベルに置くことが想定されています。
② 第１層の協議体
　第１層の協議体には、サービス提供組織のネットワーク、地域包括支援センターの連絡組織、中間支援組織、自治会連合会、民生委員・児童委員協議会、介護サービス事業所の協議会、経済・商工団体、行政関係部局等の参画を得ることが考えられます。
　第１層のコーディネーターについて言及したように、第１層レベルに期待される機能は、サービス・資源の開発や基盤整備です。このため、地域ケア推進会議や市町村、中間支援組織との密接な連携のもと、地域のニーズや課題を共有し、サービスや資源開発の具体的な取り組みを企画・立案し、市町村全域でのサービスの開発に取り組みます。また、サービス提供組織の活動が維持・発展できるよう、活動基盤の支援策等を協議することも必要です。
　また、生活支援サービスを提供する協同組合や企業には、市町村を超えた範囲を活動圏域としている場合もあることから、近隣の市町村と協働してサービス開発を行うことも考えられます。
　第１層のコーディネーターは、協議体での団体間の合意形成を促進するとともに、合意された方向に基づいてサービス開発等の活動を行うことになります。
③ 第２層の協議体
　第２層の協議体には、圏域内のサービス提供組織、町内会・自治会の連合会、民生委員協議会、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所等の参画を得ることが考えられます。
　第２層のコーディネーターについて言及したように、第２層レベルに期待される機能は、サービスを提供するための日常的な連携や調整を行うことです。このため、地域ケア個別会議との密接な連携のもと、圏域内での生活支援ニーズを関係者で共有し、必要な活動を協働して作り出したり、日頃から顔の見える関係を形成して、サービス提供時に地域包括支援センター、生活支援サービス提供組織間や介護サービス事業所等と連携していく際のルールを協議します。特に、住民主体の活動を介護予防ケアマネジメトに位置付ける際の情報共有や地域ケア個別会議への参加等のあり方についてのルールなどは、住民組織やNPO等とよく協議し、第一層のコーディネーターの支援を得て、必要に応じて全市町村内共通のルールづくりを行うことが求められます。
　第２層のコーディネーターは、協議体を活用してサービス提供における団体間の関係形成を行っていきます。
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２．生活支援サービス整備における市町村の役割
　ガイドラインでは市町村の役割について次のように言及しています。
1 市町村は、地域の高齢者支援のニーズと地域資源の状況を把握した上で、それらの見える化や問題提起、地縁団体等多様な主体への協力依頼などの働きかけ、目指す地域の姿・方針の決定、共有、意識の統一（規範的統合）を行う。また、地域の実情に応じた生活支援等サービスの基盤整備の推進に向けて、「コーディネーター」を特定するとともに協議体を設置する。
　生活支援サービスに限らず、地域包括ケアシステムを構築していくにあたって、市町村は、介護サービス需要や財政等についての現状、見通しなどについての情報を積極的に住民に提供し、めざす地域づくりの方向性を住民と一緒に考えていくことが求められています。見える化、問題提起、規範的統合といった言葉は、こうした市町村の役割を説明したものです。
　生活支援サービスについても、この役割に立った上で、基盤整備を推進していく必要があります。コーディネーターや協議体を設置（特定）するとともに、サービス開発や基盤整備の方向性を介護保険事業計画や地域福祉計画にも位置づけて、計画的に推進体制や基盤を整備します。
　コーディネーターに対して、都道府県が行う研修への派遣、サービス開発や活動支援等についての事例検討等を通じたコーディネーターの相互研鑚の機会づくりなど、資質向上を支援する必要があります。また、生活支援サービスについての行政側の担当者を明確にして、協議体等の場を通じて日常的にコーディネーターと意見交換を行い、その提案等を受け止めて行政庁内や関係団体の調整を行うなど、コーディネーターを孤立させず、行政として活動をバックアップする必要があります。
　住民による自発的な組織に対しては、遊休の公共施設等を活用した活動拠点の提供やサービス提供型コーディネーターの配置の促進など、効果的な活動支援策を講ずることも求められます。その際、「（住民主体の支援に対する）補助（助成）の対象や額等については、立ち上げ支援や、活動場所の借り上げ費用、間接経費（高熱水費、サービスの利用調整等を行う人件費等）等、さまざまな経費を、市町村がその裁量により対象とすることも可能とする」とのガイドラインの記載を踏まえ、活動の自発性を損ねないことに配慮しながら、活動拠点や間接経費等を含む支援のあり方を活動団体とよく協議する必要があります。
　また、自発的な住民活動は本来介護分野だけに特化して活動しているわけではないため、介護施策の枠組みの範囲内で、そのためだけに都合よく活用しようとしてもうまくいきません。ガイドラインでも、「（地域のニーズが要支援者等のみに限定されるものではないことから）高齢者、障害者、児童等も含めた対象を限定しない豊かな地域づくりを心がけることが重要」「総合事業の実施にあたっては柔軟な事業実施に心がけるとともに、子育て支援施策や障害者施策等と連携した対応が重要」とされています。地域で発見された複合的な生活課題に対応できる包括的なケアシステムを他の福祉施策も含めて整備したり、行政としての庁内調整体制の明確化等、横断的な協働・支援体制づくりを進めたり、生涯学習部局と連携して住民の学習活動やまちづくりの参加を推進するなど、総合的な施策の展開が必要です。
３．都道府県の役割
　ガイドラインでは都道府県の役割について次のように言及しています。都道府県には、人材育成、市町村への調整支援の役割が期待されています。
②　都道府県は、国が作成したコーディネーター養成カリキュラム、テキストを活用し、市町村で配置を予定している人材の研修を実施する。更に県内のコーディネーターの配置状況の偏在や地域事情等に配慮し、適宜市町村と調整する。
　地域の諸団体と協力してサービスを開発していくコーディネーターとしての技量は、数日間の研修をすれば身につくものではありません。都道府県内各地での先進的な活動例を収集し研修で提供したり、活動開発等のプロセスや手法等について事例検討会を行うなど、任用時の研修だけではなく、継続的・体系的な研修を整備することが求められます。特に第１層のコーディネーターは、市町村では第２層・第３層のコーディネーターの活動を支援する役割を担うため、第１層の相互研鑚や相談の場・仕組みを広域で設け、そのスキルアップや活動支援を行うことは都道府県の重要な役割です。
　また、市町村の職員は異動が頻繁であるため、生活支援サービスの意義やコーディネーター等を支援する市町村職員の役割、他市町村の取り組み状況等について情報提供や研修等の支援を行うことが大切です。
４．コーディネーターの活動理念
　コーディネーターが生活支援サービスの開発や提供にあたって、大切にすべき活動の理念があります。これらは、どのレベルで活動するコーディネーターも共有することが大切です。同時に、サービスの利用者、介護サービス事業所の従事者、介護支援専門員、行政職員など、生活支援サービスを活用・推進する立場の人々にも共通に理解されるように、コーディネーターとして働きかける必要があります。
　コーディネーターとしての活動理念は、利用者への支援やサービスの質に関するもの、地域の福祉力の形成に関するもの、地域社会の持続性に関するものがあり、これらは相互に関係しています。
■利用者への支援やサービスの質に関する理念
○地域のあらゆる主体の参加を得てサービスが提供できる体制を整える。
○高齢者が、地域での生活を円滑に行えるように、その人の状態に最適な生活支援サービスの活用を支援する
○生活支援サービスの質を担保する（役立つ、使いやすい、信頼がおける、自立や社会参加に資する、ソーシャルサポートを維持する）
■地域の福祉力の形成に関する理念
○支え上手、支えられ上手を増やす
○地域の参加を広げ、地域の力量を高める
○地域とともにサービスや活動を作り出し、一緒に運営していく
■地域社会の持続可能性に関する理念
○皆で資源をもちより、賢く・効率的に財源を使う
○地域社会の持続可能性を高める
■利用者への支援やサービスの質
　まず、支援を必要とする利用者に最適なサービスをきちんと提供できるように、地域のあらゆる主体の参加を得て生活支援サービスが提供できる体制や基盤を作っていくことが基本です。
　このために何よりも高齢者や地域のニーズをきちんと把握し、非営利・営利を問わず様々な主体に働きかけて、求められるサービスが提供される体制を作ります。市場のサービスも上手に使いながら広くサービスが普及することと同時に、低所得の高齢者もきちんとサービスが利用できるようにしていく必要があります。
　また、役に立ち使いやすいサービス、自立や社会参加を促進する、地域との関係を切らずにソーシャルサポートを維持するなど、高齢者が地域で自立して暮らし続けることに資する質を担保することが大切です。
■地域の福祉力の形成
　生活支援サービスには、介護サービス事業者への指定等によって提供される予防訪問介護や通所介護、企業によって市場を通じて提供されるサービスもありますが、それ以外は、主に地域住民による活動となります。地域住民による活動を支えるものは、同じ住民としての共感やお互い様という意識であったり、自分たちの地域を自分たちで支えようという自治の意思であったりします。そうした意識や行動を作り出していくために、住民に介護の問題を積極的になげかけ、住民自身で何をしていくか話し合い、活動を生み出すことができるよう、コーディネーターは場づくり・仲間づくり・組織づくりを支援し、活動の運営についても一緒に考えていく必要があります。それが地域の福祉力となります。
　行政に頼まれたから協力してやっているだけという意識での活動、自発性や仲間関係、自分たちの企画に基づかない活動は長続きしませんし、地域からの参加や支援の広がりも期待できません。
　利用者も、住民による活動の支援を受ける時には、消費者としてお客様のようにサービスを利用するのではなく、担い手のそのような意識を十分理解して助けられ上手になれるよう、コーディネーターも活動の意義についてよく伝えていくことが必要です。利用者自身も、例えばサロンなどの場に参加しながら、他の利用者を支える担い手としての役割を担うこともできます。
　介護サービス事業者や専門職も、住民の活動を資源の一つとだけ考えて、してほしいことを伝えるだけという形では住民活動との協働はできません。制度的サービスでは対応できない柔軟な支援、支えられる側・支える側の区別があまりないことで豊かな関係性や役割が持てることなど、住民による活動の意義を十分理解することが必要です。また、地域ケア会議等の場に住民に参画してもらい、何ができるか一緒に考える場を重ねるよう、コーディネーターは地域包括支援センター等に働きかけていく必要があります。
　
■地域社会の持続可能性
　生活支援サービス、介護保険サービスは地域社会の持続性に深く関わります。まずサービスが存在することで高齢者の生活が成り立ち、それによって地域社会が維持されるという面です。同時に、地域社会の人的・財政的な資源の制約のなかで、生活支援サービス、介護保険サービスが持続可能なものとなることも、地域社会の持続性に大きく影響します。このことは、まさに住民が自分たち自身の問題として受け止め、自分たちにできることを考えてもらうべき事柄です。
　生活支援サービスに参画することをきっかけに、時間や労力を持ち寄ってできることは自分たちで行い、同時に、公的な財源や制度を上手に使いこなすことができる住民の力が高まっていくよう取り組みたいものです。
５．コーディネーターの活動
（1） 第１層（広域開発型）のコーディネーターの活動
1 市町村全域でのサービスの開発
　第１層のコーディネーターの役割は、市町村全域で生活支援サービスが利用できるようにしていくことです。このためにまず、現に生活支援サービスをしている、ないしは今後行う可能性のある活動主体を把握することが大切です。活動主体は、非営利の住民組織だけでなく、営利法人も積極的に活用する必要があります。良質で利用しやすい生活支援サービスが市場を通じて提供されれば、住民にとって有益だからです。
　サービスの開発にあたっては、既存の活動主体に新たに生活支援サービスを実施するよう働きかける、既存サービスが高齢者に使いやすくなるよう改善を働きかける、サービスを実施する活動主体の立ち上げを支援するといった方法があります。
　また、第２層、第３層のコーディネーターとの定期的な情報・意見交換を通じて、サービスへのニーズを把握し、協働してサービス開発に取り組むことが求められます。
2 住民による組織への活動支援
　中間支援組織や行政等と協働して、住民による組織への活動支援策を講じます。
　まず、ボランティアの呼びかけやサービスの案内等の広報の支援、養成研修、スキルアップの研修を、住民による組織と協働して行うことが考えられます。単体の団体は広報力や住民への信用が十分ではないためこうした支援は非常に有効です。
　また、自発的な活動は意外とバラバラに行われて相互の連携がないことがあるので、同種の活動を行っている団体の情報交換や連絡の場を設けたり、協働を促進します。
　専門機関や民間企業等との接点は一団体では作りにくい、そもそも相手が団体を知らないことが多いため、協議の場への参画を橋渡しするなど支援を行います。
　事務所の確保、サービスを調整するコーディネーターの確保については、継続的な活動を行う住民組織の多くが苦労しています。遊休の公共施設等を共用の事務スペースとして安価に貸与したり、サービスの補助（助成）等に活動場所の借り上げ費用、関節経費等を位置づけるなど、支援策の検討が望まれます。
3 行政との連携の促進
　生活支援サービスの開発や提供は行政施策として行われるものです。行政からの施策等に関する情報がコーディネーターやサービス提供組織に行き渡ったり、定期的な意見交換の場を設けるなど、行政との連携を促進する役割があります。
　こうした活動の中で、中長期的なサービス開発の方針や、団体の活動基盤整備に必要な支援策を検討し、介護保険事業計画や地域福祉計画等に位置づけるなど、計画的な推進を促進します。
（２）第２層（圏域調整型）のコーディネーターの活動
　第２層のコーディネーターの役割は、その担当する圏域で、サービスを必要とする人（利用者）に確実に生活支援サービスが提供されるように活動することです。具体的には、第１層のコーディネーターと協働しながら生活支援サービスへのニーズの把握、活動団体の把握、サービスや活動の開発を通じて、必要とされるサービスを用意すること、これらの情報を利用者や地域に提供してサービスの利用に結び付けること、サービス提供開始時の検討や開始後のケース検討等を通じて生活支援サービスと介護サービス等との役割分担や連携についてのルールを関係者と作っていくこと、といった活動を行います。
　以下、この流れに沿って活動内容を説明します。
1 生活支援サービスについてのニーズ把握
　担当圏域のなかでも、地域（例えば小学校区・集落や団地など）ごとに生活環境や資源、人口の構成や動向は異なるため、地域ごとにニーズを明らかにしていきます。既に、その圏域の地域包括支援センターの活動や日常生活ニーズ調査などを通じて、地域ごとの状況についての様々な情報があるため、新たに何か調査をするというよりも地域包括支援センター等と協働して既存の情報を活用することでニーズを整理していくことができます。
　また、その地域にある住民組織（自治会や地区社協等）で活動している人、地区を受け持つ民生委員、ボランティアグループやＮＰＯの人たちと、日常的に情報交換ができる関係・場を作ります。具体的には協議会機能の活用、ケース検討会、定期的な相談会や勉強会などです。住民が気になっていることや人についての情報が表出され、課題が共有できるチャンネルを作ることで、生活支援のニーズが見えてきます。
　こうした活動は、一人で行うのではなく、住民や他のコーディネーター、関係する専門職等と話し合い、アイディアを交換し、共通認識を形成しながら進めていきます。
4 圏域の活動団体・社会資源の把握
　圏域で生活支援サービスを行っている団体、サロン活動の拠点など社会資源を把握します。既にある程度情報やリストは整理されているはずですが、そのレベルだけではなく、会合に出かけたり情報交換を重ねる中で、活動の中心となっている人、組織の構成や会員の参加の状況、活動についての思い、負担感、課題などを話してもらえる顔の見える信頼関係を形成して、地域のニーズや団体の支援ニーズを個別的につかんでいくことが大切です。
　また、特に住民による自発的な活動の場合には、網羅的に面をカバーすることは困難なため、支援から漏れている人々や地域が生じがちです。今の活動でどこまでのことができているか／どこが漏れているか、という目で活動の状況を把握していくことも必要となります。
　同時に、今は活動をしていないが、今後資源になりうる団体等を探し続けることも必要です。普段、高齢者がよく買い物にいく商店街、地域に密着したビジネスを行っている企業、介護サービスの拠点などが考えられます。地域のニーズを満たすことのできる潜在的な担い手の組み合わせや担い手にとって活動する動機やメリットを考え続け、そのアイディアを発信し、他者と交換する中で、ニーズと資源との新しい組み合わせが、創造的に発見されていきます。
5 圏域に必要なサービスや活動（社会参加・活動の場・居場所等）の開発
　開発の視点は第１層のコーディネーターの活動で上述した内容と同様です。
　特に、日常的に活動の担い手と協働している第２層のコーディネーターには、住民がニーズに気づくように働きかけたり、住民自身が何ができるかを考える過程に関わり続けたり、サービス提供組織のリーダー等とともに組織の運営や活動上の課題を解決することを支援しながら活動を広げていく方策を一緒に考えていくといった、活動の支援と開発を一体的に進めていく活動が期待されます。
　住民による自発的な組織が単体では、新しい活動に取り組むことはしばしば困難です。リーダー層やメンバーの高齢化や固定化、人間関係といった活動・運営上の問題があるからです。地域外の人材も含む新しい活動者との接点を創りだしたり、グループ間での協働を持ちかけるなど、違う組み合わせでの活動から活動が拡充することもあります。
6 地域への情報提供と利用者のサービスへの結び付け
　生活支援サービスについての情報をリストや小冊子にまとめ、利用者、地域の支援者・活動者（自治会・地区社協、民生委員、ボランティア・ＮＰＯ等）、居宅介護支援事業所等に提供します。
　自治会のチラシや地域のミニコミ誌で取り上げてもらったり、公民館での講座やサロン等でサービス提供団体の人に話してもらうように働きかけるなど、さまざまな機会に知ってもらうように働きかけます。
　このように地域社会の認知を高めていくことは地域からの評価につながるため、自発的な組織や活動者の活動意欲や誇りを高める支援としても有効です。
7 サービス提供団体、地域の諸団体、居宅介護支援・介護サービス事業所間の日常的な連携・協働の促進
　介護サービス事業者が委託によって行う予防訪問介護や通所介護、企業によって市場を通じて提供されるサービス以外の、住民による生活支援サービスについては、どこまでのことができるのか、どのように公的サービスと役割分担し、連携していくことが適切なのか、まだ社会的な合意はありません。
　住民の活動を事業者のように使ったり、過大な負担をかけると活動意欲が損なわれ、活動が持続しなくなってしまうため、公的サービスとの役割分担や連携の在り方についての合意を各地域で作っていく必要があります。
　また、公的なサービスが入ることで、それまでその人を支えていた地域の支援が一気に後退してしまったり、地域での役割やソーシャルサポートが断ち切られてしまうことがしばしば見られます。このような地域の支援か公的サービス丸抱えか、あれかこれかという状況も変えていく必要があります。
　このため、個別の生活支援プランを策定する段階から、またサービス開始後も、ケース検討会へのサービス提供組織の調整担当者（第３層のコーディネーター）や住民組織のリーダー等の参画を求め、住民がどこまでのことを担うのか、介護サービス事業所や専門職はどのように関与するのかを話し合うことが大切です。特に、住民が関わることによる地域づくりにおける意義について、住民だけでなく専門職もよく学んでいくことが求められます。
（３）第３層（サービス提供型）のコーディネーターの活動
　第３層のコーディネーターは、サービス提供組織において、その組織のサービス提供にかかる個別的・具体的な調整を行う役割を担います。
　特に、住民による自発的なサービス提供組織に所属するコーディネーターの場合は、調整活動を行う中で、同じ市民としての立場から、利用者と担い手のどちらもよりよい地域づくりに参画しているという意識や関係を形成していく活動が重要です。
1 支援を必要とする人のアセスメントと生活支援プランづくりのお手伝い
　生活支援サービスを地域が担うのであれば、利用者をもっぱらサービスの受け手として支援されるだけの立場と考える、従来の介護サービスにありがちな支援計画の発想からは、脱却する必要があります。
　サービスの利用者は部分的に他者の手助けが必要ですが、まだ元気で、自分でできることがたくさんある人達です。地域の人々が支援に関わることで、地域のさまざまな場にでかけ、これまでの地域との関係を維持し続けられるように、そのために自分自身でできることは頑張るというセルフケアの意欲や力も同時に高められるように関わる可能性があることが、利用者として受けるだけの、あるいは消費者として買って消費するだけのサービスにはない、地域による支援の独自の積極的な意義です。
　コーディネーターは、利用者が、地域の支援を得ながら、これまでの地域との関係を切らずに、どうすれば地域で自分らしい生活を続けていくことができるのかという生活支援プランを、利用者と一緒に考えていくことが求められます。また地域の居場所や地域活動の中で担える役割を見出して、生活支援プランに積極的に位置付けていきます。イベントなどハレの場も日常に刺激を与えるうえでは大切です。
　こうした過程を通じて、利用者のセルフケアの意欲や力を高め、上手に地域から支えられながら、地域に参加し続ける流儀を身につけてもらうことを大切にします。
2 サービスの担い手への支援
　担い手が、不安なく、意欲を持って活動し続けることができるように、技能習得のための研修などを行います。
　また、学習会やケース検討会を開催して、担い手が活動で気づいた様々なことを表出・共有し、自分たちの活動の効果や地域にとっての意義を意味づけることができるように、このことによって活動への動機づけが高まったり、新しい活動への企画が生まれていくように支援していきます。
3 サービス提供時の関係機関との調整
　ここでの内容は、第２層のコーディネーターの活動の⑤で述べたことと重なります。
　特に、第３層のコーディネーターには、利用者の生活ニーズを代弁し橋渡しするとともに、活動の担い手の側に立って担い手の声や課題を専門職等に対して代弁する役割があります。

